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Ⅰ．はじめに
　文部科学省（2015a）によると，平成27年３月の時
点で日本の大学進学率は54.6%となり，過去最高の水
準に達した。その一方，少子高齢化に伴い，日本の私
立大学は，学習目的・学習動機・学力等の諸側面にお
いて多様な学生を受け入れざるを得ない状況になっ
ている（濱名, 2007）。よって，学生の適応力を高め，
中退率を下げることは日本の私立大学の教育課題であ
り，その支援策として，平成25年の段階ですでに94％
の大学が初年次教育プログラムを導入している（文部
科学省，2015b）。
　大学への適応力を高める要素としては，アカデ
ミック・スキル（レポート，論文作成，口頭発表な
ど），スチューデント・ソーシャルスキル（情報収集，
キャリア形成，時間管理など），内面的アイデンティ
ティ（協調性，帰属意識など）等が含まれる（山田，
2009）。現在，日本の初年次教育ではアカデミック・
スキルを代表とする汎用能力（ジェネリック・スキ
ル）の育成が主流となっているが，適応力の問題は必
ずしも汎用能力の低下にのみ起因するものではなく，
授業への理解度や大学への愛着心に影響される傾向が
強いとされる（中村・松田，2014）。とりわけ，「低学
力・低意欲」（垂門，2015）を特徴とする初年次生の
適応力を高めるうえでは，協働学習を通して基礎学力
の定着を図ることが重要であり，より年齢の近い上級
生（ピア・リーダー）による支援が有効であると思わ
れる。
　初年次コースワークを充実させるためのピアサ
ポートとしては，スチューデント・アシスタント
（Student Assistant, SA）制度がすでに導入されてい
る。SA制度は，海外で始まったTA制度をモデルとし
たものであり，その目的は，学部の上級生による新入
生の学修支援である。ただし，海外のTA制度が大学
院生にとっての貴重な教育体験の場となっているのに
対して，日本のTA制度やSA制度は雑用レベルにとど
まっているとの指摘がある（立山，2013）。よって，
今後，学部・学科教育の充実を図る政策としてこれら
の制度を活用する場合，TA，SAともに，補助者と指
導者の中間的な存在，つまり，学生の主体性を引き出
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す役割として捉えられるべきである。
　本学では2014年から1, ２年次生の基礎学力を強化
するためのトレーニング講座を週１回開講している
が，2017年度より，学生の主体性を伸ばすことを目的
として，授業の運営責任の大半を教員から学生TAに
移譲することとした。過去に前例が見られないプロ
グラムであるため，運営に際して多少の混乱が見られ
るが，TA研修会の定期的開催，TA日報のチェック，
初年次教育部の責任者による授業観察・指導を通し
て，制度の改善に着手したところである。
　そこで本研究では，基礎学力強化講座の充実を図る
ため，2017年度前期のTA業務を総括し，TAの意見
を講座の改善につなげることとした。本来であれば，
履修者の主体性や学習効果の伸びについても測定を行
うべきであるが，TA制度を導入したばかりであるた
め，まずは，TA日報の内容に基づいて，彼らが基礎
学力強化プログラムとどのように取り組み，１，２年
生にどのように関わったのかを探り，プログラムの問
題点を精査し，次年度の改善につなげることとする。
Ⅱ．先行研究
１．初年次教育の必要性
　高卒者の過半数が大学に進学するという「大学の大
衆化」において，学生の大学への適応力を高めるう
えで，初年次は最も重要な時期である。中村・松田
（2014）によると，大学への適応力は，授業への理解
度と大学への帰属意識に左右されるが，進学目的につ
いては性差があり，男子学生の方が影響を受けやすい
とされる。近藤（2012）では適応力と学修の関係につ
いて，１年次の学修（出席率やGPA）によって卒業
までの学修全体が決定されるため，初年次教育を充実
すべきと指摘されている。小方（2008）では，学習成
果を規定する要因として「学生の主体的な関わり」が
重要であるとされる。笠原（2007）においても，大学
水準の教育を実現するうえで，基礎学力の維持・向上
が重要であると述べられている。
　その一方で，大学における学力向上のプログラムの
改善が遅々として進まない要因として，吉澤（2014）
は，担当教員の熱意や指導力の差，担当教員間での合
意形成の難しさを挙げている。基礎学力の維持・向上
が重要であることは論を待たないが，教授者になるた
めの専門的教育を受けていない大学教員にとって，学
力の向上を中心とした初年次教育への積極的関与はき
わめて難しいものと思われる。
２．TA制度
　この制度の起源はアメリカにある。大学院生が教員
になるための準備期間であるとともに，大学院生への
財政支援のための政策とも位置づけられており，プ
レFD（Faculty Development）とも呼ばれる（和賀，
2003）。主な業務内容は，グループ討論・実験・実習
の指導や監督，課題やレポートの採点，試験問題の作
成・実施・採点など多岐にわたる。日本では学部教育
の充実を図るために2000年頃から複数の大学院で導入
され，中にはTA制度の単位化にふみきった大学院も
見られる。特に，北海道大学ではTA制度の実質化が
進められており，TA担当院生やTAと協働する教員
へのアンケート調査に基づき，学部教育におけるTA
制度の充実が図られている（宇田川，2007）。
　その反面，日本のTA制度の実態を問題視する声も
ある。立山（2013）では，日本のTA業務はアメリカ
のTAに比べて限定的であり，その大半は教授補助を
中心とした雑用に終始しているとされる。とりわけ，
文系のTAの場合は，実験という教育体験の場が確保
される理系とは異なり，業務の限定化が強くなるとさ
れる。財政支援に関する批判も多い。貝原（2011）に
よると，日本のTA制度の給与体系は基本的に時給制
であるため，実際に従事した労働時間との乖離が大き
く，貢献度や難度が反映された給与体系にはなってい
ない。学士課程の上級生のTAへの登用を推奨する意
見もあるが（苅谷，1998），大学院生によるTA制度
を学部生によるTA制度として適用するには，解決す
べき課題が多く残されていることがわかる。
３．SA制度の現状
　TA制度に係る問題点を整理したうえで，新たにSA
制度として導入している大学が複数見られる（文部
科学省，2014）。たとえば，東北大学では，グループ
ワークの補助，授業のチューター，授業内容の教員へ
のフィードバック，授業外質問などがSAの担当業務
となっている。嘉悦大学のSAは，講義内容のフィー
ドバックに加え，修学支援（出席への声かけなど）と
いったクラス担任業務も任されている。立教大学の
SAの役割には，授業補助だけでなく，教員を交えた
授業改善ミーティングの進行役も含まれている。これ
らは協働型の授業改善であり，大学の講義への主体的
な関わりを深めるものではあると言えるが，基礎学力
向上というプログラムとSA制度の関わりについての
研究例や事例報告はほとんど見られない。
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Ⅲ．研究の枠組み
１．研究課題
　先行研究を概観したところ，（１）初年次期の学修，
とりわけ基礎学力の強化が大学への適応力に影響を及
ぼす，（２）現行のTA制度をそのまま学士課程の上
級生に適用するのは時期尚早である，（３）SA制度に
一定の成果が見られるものの，授業補助の域を脱して
いないことに加え，基礎学力強化への対応例が見られ
ない，といった問題点が得られた。よって，今後の
初年次教育プログラムの課題は「基礎学力向上におけ
るTA制度の有効活用」となる。最終目標は高い学習
効果を生み出すことであるため，プログラムに関わっ
ている教員や履修者の意識を調査し，履修者のスコア
の変化について測定することが必要となるが，本学で
はTA制度の運用を始めたばかりであるため，本研究
の目的を「TA学生の視点をふまえたプログラムの改
善」に置いた。TA学生がTA業務に対して感じた充
実度を（１）「学年別」，（２）「学部別」，（３）「習熟
度別」の観点から分析し，基礎学力強化講座を効果的
に運用するための糸口を掴むこととした。
２．本学の基礎学力強化講座とTA制度の概要
　本学では週１回，１，２年生の基礎学力向上のため
の90講座を配当している。学部別の指導曜日と科目は
下記（表１）のとおりである。
表１　基礎学力向上講座（時間割）
次世代教育学部 体育学部 経営学部
月曜１限 月曜２限 火曜１限
１年 数学・国語 数学・国語 数学・国語
２年 数学 数学 数学
　90分の流れは「自習（40分）→確認テスト（30分）
→復習（20分）」となっている。指定された教室にお
いて，所定のカリキュラムに沿って，はじめの40分
間，教材の指定範囲について演習を行い，確認テスト
を実施する。交換採点の後，再度，教材を使ってテス
ト内容の復習を行う。TAは授業の開始から終了まで
運営責任を負う。授業開始の挨拶に続き，自習中は質
問対応を行い，自習後，テストを配布し，交換採点終
了後にテストを回収し，復習中に得点入力を行う。
　クラス分けは，学部（次世代教育・体育・経営），
学年（１，２年），習熟度別（上級S・中級M・下級N）
に行われている。それぞれのクラスにTA２名と教員
２名が配置されているが，授業の直接的な管理はTA
が負い，教員は自習やテストの際の環境整備の役割を
負う。
　TAの選定に関しては，教職課程を履修し，出席
率，GPAともに高い３，４年生から公募を行い，のべ
30名が参加することとなった。育成に関しては，OJT
（on the job training）として，初年次教育部責任者が
毎回前授業を視察し，直接的に指導を行った。Oﬀ JT
（oﬀ the job training）としては，TA担当者に対する
全体研修会（90分）を前期に３回開催し，教育者とし
ての心構えや数学の指導法についての講義を行うとと
もに，TA会議の開催を通して，運営上の問題点の共
有・解決を図った。また，業務への悩みや不安を解消
するために，毎週TA日報（補足資料）の提出を義務
付け，筆者が内容をチェックし，個別に助言を与えた
り，前述の全体研修会の中で回答したりするようにし
た。
３．研究のためのデータと手法
　本研究の目的は，TAの視点に基づき，初年次教育
プログラムの根幹を成す基礎学力強化講座の仕組みを
改善することである。そのため，指導後に提出を義務
付けているTA日報の記載内容を分析のためのデータ
とした。日報は，日付と担当TA名を記入させる欄の
他に，「担当学部・学年・クラス」，「担当教員」，「行
動記録」，「自己評価（５件法）」，「次回の改善点」，
「意見・質問・要望」で構成されている。本研究にお
ける分析のデータとしては，「自己評価」欄と「意
見・質問・要望」欄のコメントを採用した。
　３種の研究課題の分析については，同じ形式で進
めた。RQ1（学年別のちがい），RQ2（学部別のちが
い），RQ3（習熟度別のちがい）ともに，TA日報に
おける「自己評価」の数値に基づいて平均値と標準
偏差を算出し，比較を行った。TA数はのべ30名であ
るが，同じ学年・学部・クラスを一貫して担当した
TAが一部に限られること，日報の提出状況に偏りが
あり，欠損値が見られることから，パラメトリック検
定とノンパラメトリック検定を併せて用いることにし
た。RQ1では２群比較となるため等分散性の検定とt
検定（Welch込み）を，RQ2，3では多重比較となる
ため一元配置の分散分析とクラスカル・ウォリス検定
を行った。また，RQ1についてのみ，全11回の推移を
示す折れ線グラフを作成し，時系列の変化について検
討を行ったが，サンプル数が少数に限定されるため，
検定等は行わず，目視による判断にとどめた。平均差
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や時系列の変化を分析する際には，「意見・質問・要
望」欄のコメントを使用した。
　ただし，考察の際には１，２年次の反応の違いにつ
いて注意を払わなければならない。本学が基礎学力強
化講座にTA制度を導入したのは今年度が初めてであ
り，２年生は昨年度（初年次期），別形態の講座を受
講していた。もちろん昨年度も所定のカリキュラム・
教材・テストに基づいて運営されていたが，指導者が
複数の教員であった点，指導科目が国語（前期）と公
民（後期）であった点，質問対応なしで自習を進める
形態であった点等が異なっており，２年生の反応に何
らかの影響がもたらされた可能性は否めない。
　なお，調査対象の学部は，次世代教育・体育・経営
の３種であるが，前期授業の開始当初，火曜１限（経
営学部）のTAを固定することができず，日報の提出
者が日替わりで変更となったため，今回の分析に関し
ては，次世代教育学部と体育学部の２種に限定した。
Ⅳ．結果と考察
１．RQ1学年による違いはあるか？
　ここでは，TA日報に記された自己評価（５件法）
の数値分析に基づいて，１，２年次の基礎学力講座の
在り方について検討を行う。下記のグラフ（図１）は
TAの自己評価（充実度）について学年別に示したも
のである。また，図２は時系列の変化を示したもので
ある。
図１　学年別TA充実度
　１年の充実度（n=206, M=3.66, SD=0.74），２年の
充実度（n=249, M=3.62, SD=0.76）ともに似たような
傾向を示している。念のため，差の検定を行ったと
ころ，t 検定（t（453）=0.53, p= .59），ウェルチのt検
定（t（441）=0.54, p= .59）ともに有意差は認められな
かった。効果量（0.05）もきわめて小さいため，２学
年に対するTA業務への充実度はほぼ同じであると言
える。５件法における中間が３であることを考える
と，TA業務は２学年ともに「やや充実していた」レ
ベルであったと考えられる。
図２　学年別時系列の変化
　時系列の変化についてはサンプル数が少ないため統
計的な判断は避けるが，２学年に共通の傾向と異なる
傾向が見受けられた。共通点としては１回目から２回
目にかけて上昇し，その後しばらく低下を経て，回復
傾向に向かうことである。両学年ともに２回目に上昇
傾向を示したのは，１回目に感じたTA業務への不安
が解消されたためと思われる。相違点は，前・後半の
逆転現象である。１年は前半から後半にかけて低調に
なっているのに対して，２年は前半に比べて後半の回
復傾向が高くなっている。
　相違点の要因については推測することが難しいた
め，コメント欄を参照したところ，１年生のTA業務
への充実度を下げた要因として，「やる気の個人差が
激しい」，「欠席者が増えている」，「テスト後の集中力
を維持させるのが難しい」，「眠ってしまう学生への対
応が難しい」といった学習意欲に関するものや，「漢
字の学習のさせ方が分からない」といった学習方略に
関するものが目についた。一般的には２年生の方がな
かだるみしやすいとされるが，１年次の６月くらいか
ら入学当初の新鮮な感覚が失われ始めるのかもしれな
い。また，自主学習の方法や学習方略についても，２
年生に比べて１年生の方が不足している可能性が考
えられる。特に，推薦入試等で早めに入学を決めた学
生については，その傾向が高く，一定時間集中力を維
持するのが難しいものと思われる。その点，２年生に
ついては，形態は異なるが，１年次に基礎学力強化講
座を受講しているため，集中力や学習方法といった点
で，１年生よりも優れており，TAの支援を受けやす
かったものと考えられる。
　２年次のコメントを見ると，前半については，「静
かで質問がない」，「居眠りへの対応が難しい」，「無気
力な学生への対応が分からない」といった１年次と似
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たようなものが複数見られたが，同時に，「解説の仕
方が難しい」といった教え方に言及するものも複数見
られた。１年の指導科目が隔週で数学・国語（語句）
になっていたのに対して，２年生は数学で統一されて
いたため，質問しやすい，あるいは，質問せざるを得
ない雰囲気が醸成され，その結果，TA学生に指導者
としての意識化が促されたのかもしれない。また，昨
年度と指導科目が変わったことに２年生が徐々に適応
した可能性も考えられる。異なる科目が隔週で指導さ
れることによって刺激が与えられる可能性は高いが，
漢字学習の場合，受動的な学習に終始せざるを得ない
要素が大きく，１年生担当のTAにとっては，緊張感
を保つことがきわめて難しかったことが推測される。
　学年別の平均値を見る限り，必ずしも２年生のTA
業務への充実度が高かったわけではないため断定はで
きないが，初年次生の学力強化に際しては，自習に慣
れることを指導するのではなく，自習の仕方や学習方
略を体験的に獲得させたり，集中力を維持させたりす
る機会を豊富に提供することが重要である。また，質
問対応をTAの中心業務とするのであれば，指導科目
は言語系よりも理数系の方が効果的であると考えられ
る。
２．RQ2学部による違いはあるか？
　次に，TA日報に記された自己評価（５件法）の数
値に基づき，次世代教育学部と体育学部の1, ２年次
の違いについて検討を行う。下記の図３は平均値と標
準偏差の違いを記したものである。
図３　学年・学部別の違い
　１年次世代教育学部（n=103, M=3.58, SD=0.73），
２年次世代教育学部（n=125, M=3.54, SD=0.76），１
年体育学部（n=102, M=3.75, SD=0.74），２年体育学
部（n=124, M=3.70, SD=0.76）ともに類似した数値と
なった。単純に平均値の違いを見れば，「１年体育＞
２年体育＞１年次世代＞２年次世代」という順序に
なり，TA業務への充実度については，次世代教育学
部よりも体育学部の方が高くなっているように見え
る。ただし，一元配置の分散分析（F（3,450）=1.84, 
p= .01）においても，クラスカル・ウォリス検定
（χ２=5.15, df=3, p= .16）においても群間に有意差は
認められなかったため，統計的な観点から考えると，
４群の充実度は同程度となる。
　見せかけ上の差となったものの，学部間で生じた差
の傾向には一定の配慮が必要である。これはおそらく
指導時間帯の影響によるものと思われる。表１で示し
たとおり，時間割上，次世代教育学部が１限，体育学
部が２限となっていることに加え，指導内容は全学部
とも統一カリキュラムで固定されているため，１限目
よりも２限目の方が，各種業務に対して柔軟に対処す
ることができたものと考えられる。実際，コメントの
中に，「１限よりも早く教材を配布できた」，「１限よ
りも学生に話しかけることができた」，「予習が不十分
なこともあったが，１限の授業で補うことができた」，
「１限の授業の改善ができた」というものが多かった。
予習不足を１限の授業で補うのは推奨されるべきでは
ないが，同じ内容の指導を繰り返すことによって経験
値が高まるのは自明の理であり，そういった意味では
２限目の充実度が高くなるのは当然であろう。そのよ
うな学生が数年間継続してTA業務に就き，後輩への
指導が促されるようになれば，業務改善のさらなる向
上が見込まれる。ただし，授業準備の質については，
その一切を学生の協働に委ねるのではなく，ある程度
の水準に高められるまで，教員によるサポート体制を
整えることもまた必要である。
３．RQ3習熟度による違いはあるか？
　最後に，TA日報に記された自己評価（５件法）の
数値に基づき，習熟度別の傾向について検討を行う。
すでに述べたように，本学の基礎学力強化講座の習熟
度は３段階（S, M, N）に分けられている。下記の図
４はそれぞれの平均値と標準偏差の違いを記したもの
である。
　棒グラフの形状からは，１年次と２年次で逆の現象
が生じているような感覚を受ける。１年次では習熟
度が下がるほど充実度も下がり（１S：n=22, M=4.09, 
SD=0.87, １M：n=104, M=3.65, SD=0.68, １N：n=78, 
M=3.56, SD=0.75），２年次では習熟度が下がるほど充
実度が上昇している（２S：n=44, M=3.41, SD=0.58, 
２M：n=119, M=3.64, SD=0.78, ２N：n=86, M=3.71, 
SD=0.80）。一元配置の分散分析を行ったところ，
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２Sと１Sの間に差が認められた（F（5,447）=2.79, 
p= .02；χ２=3.5, p= .01）。クラスカル・ウォリス検
定においては，２Sと１S，および，２Sと２Nの間
に有意差が認められた（χ２=16.42, df=5, p= .01；
χ２=3.43, p= .01；χ２=2.88, p= .04）。検定の結果，１
年次の３レベルへの業務充実度は同程度であるが，２
年次の最上位レベルへの充実度は１年次の最上位レベ
ルだけでなく，２年次の最下位レベルの充実度よりも
低いことになる。
図４　学年・習熟度別の違い
　上記の原因を探るため，コメントを精査したとこ
ろ，１年SレベルへのコメントがRQ1で示したような
テスト後の集中力や漢字対応の難しさで占められてい
るのに対して，２年Sレベルに対しては「雰囲気は良
いが質問が出ない」といったものが多かった。また，
２年Nレベルに対しては「簡単な問題ほど教えるのが
難しい」，「困っている学生が多くて忙しかった」と
いった指導上の問題対応に言及するものが多かった。
コメント内容を重視するのであれば，２N，１SのTA
業務では指導方法の困難さに焦点が当たりやすく，
２SのTA業務では無力感への対応が強調されやすい
ことになる。筆者が研修会において２SのTA担当者
からヒアリングを行った際にも，「質問が出なくて退
屈だった」という意見が多かった。要因としては，２
Sの履修者が自習方法を熟知していた可能性，２Sの
教材レベルが低かった可能性，TAの対応力が弱かっ
た可能性が推測されるが，履修者の意識調査を行っ
ていないため，今後の検討課題として捉えることにす
る。
Ⅴ．おわりに
１．論考のまとめ
　本論文の目的は，学士課程においてそれほど評価の
定まっていないTA制度を初年次教育プログラムの一
環である基礎学力強化講座に導入し，TA学生の視点
をふまえてプログラムの改善を行うことであった。以
下，分析結果のまとめである。
　まず，RQ1では学年別の業務充実度の違いについて
検討を行った。両学年とも「やや充実していた」とい
う点で共通した印象が得られたが，時系列に見ると，
前期後半から２年TA業務への充実度が上昇傾向に
あったのに対して，１年TA業務への充実度は低調な
ままであった。要因として，モチベーションの低下，
自習方法や学習方法への知識不足，指導科目の影響と
いったものが推測された。
　RQ2では学部別の充実度の違いについて検討を行っ
た。RQ1と同様に，４種のグループ間に差は見られな
かったが，学部で判断すると，体育学部の方が高く
なっているように見えた。ただし，これは学部生の質
ではなく，指導時間帯に因るもの，つまり，１，２限
連続で同じ内容の指導を行っており，２限目の指導ス
キルが自然に向上したためではないかと考えられた。
　RQ3では習熟度別にTA業務の充実度について検討
を行った。目視の段階では１年と２年の充実度に対照
的な傾向が見受けられたが，統計判断を経て，２年最
上位レベルへの業務充実度が低くなっている傾向が示
唆された。「いかに質問を引き出すか」という指導技
術の向上が期待されるとともに，履修者の学習方略の
状況や使用教材のレベルといった検討課題が残され
た。
２．教育的示唆
　本研究では，初年次教育における基礎学力向上への
取り組みを強化するためにTA制度を導入した。履修
者のアンケート調査や学習成果について分析を行った
わけではないが，次の３点が示唆として得られた。
　まず，第１に，主体的な自習を促すためには，初年
次の段階で学習方略を獲得させる必要がある。教材の
レベルを学生のレベルと一致させることも必要ではあ
るが，問題を解くスキルが大きく欠けている状況にお
いてTAとの協働は成立しえない。講座の構成要素と
して，いきなり自習から入るのではなく，TA学生が
問題の解き方を例示し，その後，自習に移るというス
タイルが適切である。特に，教員希望者にとっては，
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貴重な教育体験の場となるであろう。
　第２に，TA業務の中で最も重要と言える事前準備
（＝予習）の徹底である。TA初心者にとってはどれ
ほど準備をしてもうまく対応できないケースが起こる
であろうが，不測の事態に柔軟に対処するためには，
事前に指導範囲の問題を解くだけでなく，教え方につ
いてもかなりの程度で習熟しておくことが必要であ
る。特に，簡単に解けた問題ほどうまく教えることが
できないという意識を持つべきである。そういった意
味で，教材研究の質を上げることは，研修会において
果たされるべき必須の課題である。
　３点目は，カリキュラムの見直しである。１年TA
業務の課題のひとつとして，漢字の指導方法があっ
た。ややもすると，見るだけ，書くだけという受動的
な学習に陥りがちな分野であり，質問がきわめて起
こりにくい分野でもある。数学とは異なり，「40分自
習して確認テスト」という流れには向かない分野であ
るため，家庭学習の課題として位置づけ，授業では確
認テストのみ行う方が有効であろう。一方，数学に関
しては，使用教材や確認テストのレベルの整備が必要
である。クラス編成の方法や編成の実施頻度に関わら
ず，クラス内のレベルは常に多様であり，完全に一致
する教材を用意することは難しい。しかしながら，確
認テスト等の結果を詳細に分析することによって，よ
り多くの学生のレベルに応じたカリキュラムを開発す
ることが急務である。
　本研究における制約は，基礎学力強化講座の履修者
の意識調査，TAと協働した教員の意識調査，履修者
の学習効果の測定を行っていない点である。TAの意
識に特化したプログラムの推進は大学教育全体への取
り組みに対して障壁になると指摘されているため（貝
原，2011），多角的・複合的な視点から改善を進める
ことが必要である。現状では，学士課程の上級生によ
るTA制度を活用した基礎学力強化の取り組み例が乏
しいため，今後も手探りの状況が続くと思われるが，
（１）グループワークの支援，（２）ラーニング・モデ
ル，（３）教員と学生の間のメッセンジャー，といっ
た三者の役割を担うTA学生の育成は，日本の大学の
初年次教育を改善し，主体的に学び考え行動する力を
育むうえで，有効な手立てとなるであろう。
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